
 

    貸借対照表 

    2022年 3月 31日 現在 

     （単位：円） 

資 産 の 部  負 債 の 部  

科 目 金 額 科 目 金 額 

    円      円  

            

【 流 動 資 産 】 【 219,508,160 】 【 流 動 負 債 】 【 25,949,112 】 

 現 金 及 び 預 金   139,024,220   買 掛 金    66,139  

 売 掛 金    28,333,159   未 払 金    269,970  

 未 収 利 息    21,232   未 払 費 用    17,560,639  

 前 払 費 用    1,817,480   預 り 金    620,100  

 親子会社短期貸付金   50,000,000   未 払 法 人 税 等   567,764  

 仮 払 金    16,500   賞 与 引 当 金    613,000  

 未 収 入 金    295,569   未 払 消 費 税    6,251,500  

【 固 定 資 産 】 【 6,566,678 】       

（ 有形固定資産  ） （ 363,969 ）  負 債 の 部 合 計   25,949,112  

 工 具 器 具 備 品   363,969  純 資 産 の 部  

（ 無形固定資産  ） （ 224,040 ）       

 電 話 加 入 権    224,040  【 株 主 資 本 】 【 200,125,726 】 

（ 投資その他の資産 ） （ 5,978,669 ） （ 資 本 金 ） （ 30,000,000 ） 

 保 証 金    1,190,400   資 本 金    30,000,000  

 長期繰延税金資産   4,788,269  （ 利 益 剰 余 金  ） （ 170,125,726 ） 

       利 益 準 備 金    440,000  

       繰越利益剰余金    169,685,726  

            

       純資産の部合計    200,125,726  

 資 産 の 部 合 計   226,074,838   負債及び純資産の部合計    226,074,838  

 



   個 別 注 記 表 

自 2021年 4月 1日 

至 2022年 3月 31日 

 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１． 資産の評価基準及び評価方法 

(1)有価証券の評価基準及び評価方法 

 その他有価証券  

  時価のあるもの  

 期末日の市場価格等に基づく時価法 

 （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動 

平均法により算定） 

  時価のないもの  

 移動平均法による原価法 

(2)たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 未成工事支出金   

 個別法による原価法 

 （貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法に 

より算定） 

 原材料及び貯蔵品  

 最終仕入原価法 

２． 固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産（リース資産を除く） 

         定率法（ただし、1998年４月１日以降取得の建物（建物附属設備、構築物を除く）、

2016 年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物並びに機械及び装置につ

いては定額法）を採用しております。 

(2)無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法（ただし、ソフトウエア（自社利用分）につきましては、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額法）を採用しております。   

     

(3)長期前払費用 

均等償却を採用しております。 

３． 引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。  

  (2)賞与引当金 

従業員に対する賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担す

べき額を計上しております。   

(3)役員賞与引当金 

 役員に対する賞与支給に備えるため、当事業年度における支給見込額を計上してお

ります。    



   

(4)受注損失引当金 

 受注案件の損失に備えるため、受注済案件のうち当事業年度末において、損失の発

生する可能性が高いと見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積ることが可能なも

のについては、翌事業年度以降に発生が見込まれる損失額を引当計上しております。

  

(5)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基

づいて計上しております。  

 なお、退職給付債務の見込額は、簡便法により計算しております。 

(6)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当事業年度末要支給額の全額

を計上しております。  

 

４． 収益及び費用の計上基準 

年間契約に基づく保守メンテナンスサービス及び維持管理業務は、一定の期間にわ

たり履行義務を充足する取引であり、経過期間に応じて収益を認識しております。

         

       

５． その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

Ⅱ．当期純損益金額  

  １．当期純損失 ４，４５５千円 

 

 

 


